
①、②のどちらかを満たしている協定は、集落戦略を作成す
ることで農地が耕作放棄されたときなどの交付⾦の返還が全
ての協定農地から耕作放棄された農地のみに緩和されます。
①協定農地が合計15ha以上（現況でも新規統合でもOK）
②集落連携・機能維持加算に取り組んでいる

（参考）「集落戦略」について

中⼭間地域等直接⽀払制度の取り組みを断念した⽅や
継続を⼼配している⽅へ
中⼭間地域等直接⽀払制度の取り組みを断念した⽅や
継続を⼼配している⽅へ

こういった理由ではありませんか？
まだ農業は続けるけど、万が一耕作できな
くなったときに集落に迷惑かけたくない・・・

こういった声を受けて、中⼭間地域等直接⽀払制度を
⼀部⾒直しました！！

協定農地全てが返還の対象

遡及返還対象が耕作放棄した農地のみに！

これまで

①または②の協定で
集落戦略を作成すると

協定農地で耕作放棄が発⽣！

：耕作放棄地
：返還対象農地

協定農地

Q. ①を満たすために協定を統合したいけどそのための⼿続きの量は？

A. 統合に必要な⼿続きは煩雑ではありません！
協定の統合については、右図のようにそれぞれの旧協定
がそれぞれの考え⽅を持った状態としてもかまいません。
（無理に⼀元化する必要はありません。）

集落戦略の記載例

①それぞれの農地の将来像について
該当する箇所に“○”印をつけて下さい。

②課題があれば
記入して下さい。

例 ○集落出身者がＵターンして担い手になってもらえるように働きかける。
○地域おこし協力隊にきてもらえるよう町に相談する。

【記載例】

２．集落の将来像

（１）協定農用地を含む集落全体の課題と対策

（２）集落の将来像

○人・農地プランで、既に将来の農地の利用等が決まっている農地は、
その内容を踏まえて”○”印を付けて下さい。

○集落マスタープランの内容を使う場合は、 “集落マスタープランと同じ”
と記入して下さい。

○地域のその他の計画（市町村の計画などに定めた地域の将来像）の
内容を使う場合は、“○○計画で作成した内容と同じ”と記入し、その
資料を添付して下さい。

区分 課題 対策 対応者

農地 草刈り 防草シート設置 集落協定組織 H30～H31 中山間直払交付金を活用

農道 損傷 補修 集落協定組織 H35 県の事業を活用

･･･ ･･･ ･････････ ･･･ ･･･ ･･･

対策の実施時期 実施に用いる手段

農用地の将来像(概ね10～15年後)

地
番

地
目

用
面
（

㎡
）

農
地
積 現

況

管
理
者

管理者
が引き
続き耕

作

担い手
等に委
託予定

担い手
等に委
託を希

望

農地中
間管理
機構へ
の貸付
を希望

草刈り
等の管
理のみ

その他

121 田 800 耕作 農林　太郎 ○

122 田 900 耕作 農林　次郎 ○

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ･･････

農用地を将来
（概ね10年～

15年後）に向け
て維持するため

の課題

引き受け手の確保

 なし

･････････

③集落全体での課題（農業のこと以外も可）

と対策を記載して下さい。

④協定農用地を含む集落全体の課題と対策
等について具体的に記載して下さい。

１．協定農用地の将来像

⾒直しのポイント
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高齢等による農作業の負担増

小区画・不整形
な農地の維持
管理が困難 獣害の

増加

○地域の将来

○地域の農地をどのように引き

継いでいくか 等

集落の現状 集落の将来

集落戦略を作成するための話し合い

水田放牧によ
る獣害防止

施設の共同利用将来に渡って自
分たちで営農

法人に委託する等、
農作業の集約

【集落戦略の作成イメージ】

集落戦略を作成するに当たっては、地域の重要な資源である農地をどのように将来に引き継いでいくか等、無理のない範囲で

集落の将来について話し合うことが重要。

農地の林地化

49



○ 集落戦略で示された集落の将来像の実現のために取り組んでいる内容は、農地中間管理機構への農地の貸し付けや生産組合や法人の設

立など、農地の集積、集約化に関する取り組みが最も多く、次に集落全体の課題解決に必要な補助事業の実施、他集落との連携となって

いる。

（５）集落戦略（参考：アンケート調査）

50

（１）集落が戦略の実現に向けて取り組んでいる内容

（２）市町村が集落戦略の推進に向けて取り組んでいる内容

○ 市町村が集落戦略の作成の促進や、同戦略で示された集落の将来像の実現のために取り組んでいる内容は、集落の会合等における周知

活動が最も多く、次に「協定農用地の将来像」の作成に関する事務支援などとなっている。

18%

18%

17%

16%

12%

（n=1,619）

集落戦略の実現に向けた取組（協定）

農地中間管理機構へ農地を貸し付け

生産組合や法人の設立

集落全体の課題解決に必要な補助事業の実施

他集落との連携

新規就農者、地域おこし協力隊、NPO法人など新たな担い手の確保

45%

19%

14%

11%

9%

3%

4%

（n=992）

集落戦略の実現に向けた取組（市町村）

集落の会合等において周知

「協定農用地の将来像」の作成に関する事務支援

農地中間管理機構との連携

新規就農者、地域おこし協力隊など新たな担い手の確保

生産組合や法人の設立に向けた支援

他集落とのマッチングなど広域協定化に対する支援

集落全体の課題解決に必要な補助事業の実施



４．行政取組等 （１）市町村の推進活動等（推進体制）

○ 本制度に従事する市町村担当者は１～２名が約９割を占めている。

○ 業務としては、協定審査・交付金の交付事務、集落等への事務支援、実施状況の確認が大きなウエイトを占めており、協定活動の支援や将来に亘り農業生

産活動を継続していくための体制づくりへの支援までは手が回っていない状況が伺える。

○ 関係機関との連携は、農業委員会（56%）が最も多く、次いで都道府県の出先機関（47%）、市町村の他部局（33%）となっており、主に農地情報、農地集積、制

度に関する問い合わせ、所得要件の確認等について連携している。

○ 関係機関等と「支援チーム」を組織し、取組に関係する分野について重層的な支援を行っている市町村は57市町村（6%）となっている。

市町村の推進体制

関係機関等との連携

63%
23%

11%

3%

本制度に従事する市町村の担当者数

１人

２人

３～５人

６人以上

6%

94%

支援チームによる推進の有無

あり

なし

関係機関等
連携している

市町村
主な連携内容

市町村の他部局
33% ①課税や農業所得に関する情報及び資料の提供
331 ②必要情報の収集・提供

都道府県の出先機関
47% ①制度に関する指導・助言
466 ②交付金交付に関する支援

JA
28% ①農業生産活動全般に関する指導・助言
282 ②交付金交付に関する支援

農業委員会
56% ①荒廃農地調査結果等ほ情報共有
557 ②農地の集積に関する情報提供等

土地改良区
15% ①水路・農道等施設の保全管理
151 ②ほ場整備に関する農地の情報共有

農地中間管理機構
16% ①農地の利用集積等に関する連携
156 ②農地情報の共有

その他
6% ①作付状況、ほ場の確認
55 ②鳥獣被害防止対策の指導
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976
837

813
575

351
143

103
76

37

0 200 400 600 800 1000

協定審査・交付事務

集落等への事務支援

実施状況の確認

共同取組活動支援

集落説明会

自律的な農業生産活動に向けた支援

関係機関との調整

集落戦略の作成支援

その他

業務の内訳（従事日数上位４業務）



（１）市町村の推進活動等（市町村が行った集落等への支援内容）

○ 協定等に対する支援は、事務手続き支援（41%）が最も多く、次いで制度の説明・情報共有（26%）、共同取組活動への指導・助言（14%）となっており、主な効果と

しては、事務負担の軽減、制度への理解、耕作放棄の発生抑制等があげられている。

○ 支援に関する市町村の自己評価では、全ての支援に関して概ね9割以上が効果があったとしている。

○ 主な効果としては、「書類作成支援により、協定の事務手続きの軽減が図られた」「制度への理解は深まり交付金の有効活用に対する意識が高まった」「集落

営農や法人設立の支援を行うことにより、その動きが周辺集落にも波及した」「広域化により、集落間の協力体制の整備や事務負担の軽減が図られた」「共同

機械の導入により労力の軽減が図られ農業が維持された」「ＪＡや農業委員会との協力により農地の現状把握が進み農地集積が進んだ」等があげられている。

支援内容の評価

570

301

81

50

50

32

23

22

13

12

140

0 100 200 300 400 500 600

事務手続き支援

制度の説明・情報共有

共同取組活動への指導・助言

その他指導・助言

関係機関との連携

担い手の確保・営農指導

鳥獣害対策

農地維持・集積

広域化に関する支援

水路・農道等の管理

荒廃農地・遊休農地

その他支援

集落等への支援内容

892

支援内容 主な効果

事務手続き支援
・書類作成支援により、協定の事務手続きの軽減が図られた。
・集落協定へ事務関係の指導・助言は疑問点を解消する効果があり十分な支援がで
きた。

制度の説明・情報
共有

・ 制度への理解は深まり交付金の有効活用に対する意識が高まった。
・新規協定の立ち上げが実現し、情報を定期的に共有することで、協定内容への取
組も再確認することができた。

共同取組活動や取
組体制への指導・
助言

・集落の今後の取組において、町として積極的に関わることができ、組合の意欲向
上等に大いに効果があり、十分な支援ができた。

・広域化により、集落間の協力体制の整備や事務負担の軽減が図られた。

関係機関との連携
・ＪＡや農業委員会との協力により農地の現状把握が進み農地集積が進んだ。
・耕作放棄地の発生を抑制できている。

担い手の確保・営
農指導

・集落営農や法人設立の支援を行うことにより、その動きが周辺集落にも波及した。
・地域おこし協力隊の募集をかけ、担い手を確保することができた。

事務手続き
支援

制度の説
明・情報共

有

共同取組活
動への指
導・助言

その他指
導・助言

関係機関と
の連携

担い手の確
保・営農指

導
鳥獣害対策

農地維持・
集積

広域化に関
する支援

水路・農道
等の管理

荒廃農地・
遊休農地

その他支援 計

自
己
評
価

回答数
49% 20% 12% 3% 2% 2% 2% 1% 1% 1% 1% 6% 100%

852 355 216 60 36 35 27 13 19 11 12 106 1,742

◎（大いに効果あり）
4% 4% 5% 10% 6% 9% 4% 0% 0% 0% 0% 2% 4%

34 15 10 6 2 3 1 0 0 0 0 2 73

○（一定程度の効果あり）
92% 90% 90% 88% 92% 83% 85% 92% 89% 100% 92% 94% 85%

780 321 195 53 33 29 23 12 17 11 11 100 1,585

△（あまり効果がない）
4% 5% 5% 2% 3% 9% 11% 8% 11% 0% 8% 4% 5%

38 19 11 1 1 3 3 1 2 0 1 4 80 52



（２）都道府県の推進活動等

○ 中山間地域等直接支払制度に取り組んでいる全ての都道府県が、関係機関・団体と連携し市町村を支援している。内訳は出先機関の関与（96%）が最も多く、

次いで都道府県庁内の他部局（49%）となっている。農地中間管理機構との連携も12都道府県（27%）で取り組まれている。

○ 支援の内容では、制度の周知・相談（60%）が最も多く、次いで制度に関する指導・助言（36%）、取組拡大に向けた推進活動（10%）となっており、市町村が行って

いる主な業務にあわせた支援内容となっている。

○ 支援の効果としては「制度に関する理解の高まり」「新たな集落協定の締結や取組面積の増加」「交付金事務や協定への指導の円滑化」などが挙げられており、

適正な本制度の取組や取組面積の増加に寄与していることが伺える。

○ 都道府県では、本制度を推進していく上で「交付金事務や協定に対する事務支援に係る市町村担当者の事務負担」「高齢化の進展や担い手不足」「広域化が

進まない」などが課題とされ、その解決に向け「事務作業の簡素化」「新規就農者や担い手確保に向けた支援」「集落間連携、広域化に向けた支援」「農地中間

間管理事業など他の支援策との連携・活用」「研修会の開催などによるリーダーの育成・確保」などの支援が必要と考えている。

60

36

10

8

8

3

2

5

0 20 40 60 80

制度内容の周知・相談

制度に関する指導・助言

取組拡大に向けた推進活動

交付金の交付事務手続きの支援

事例紹介・情報提供

広域化に関する支援

実施状況の確認

その他支援

市町村への主な支援内容

都道府県の推進体制及び支援内容

市町村に対する支援の主な効果

○ 制度に対する理解が高まった。

○ 新たな集落協定の締結や取組面積の増加につな
がった。

○ 交付金交付事務や集落への指導を円滑に実施す
ることができた。

（本制度の推進に関する課題）

○ 協定参加者の高齢化により事務作業の支援に多大な労力を費やして
いる。

○ 交付金に係る担当者の事務負担が大きい。
○ 協定参加者の高齢化や担い手不足が進み、各種活動の継続が難しく

なってきている。
○ 広域化を推進するように働きかけているがなかなか進んでいない。

○ 市町村担当者や集落役員の負担が軽減できるよう事務作業の簡素
化の検討

○ 新規就農者や担い手の確保に向けた支援や広域化に向けた取組支援
○ リーダー研修会等の開催を通じて、リーダーの育成、確保を図る取組

○ 集落間の広域的な連携、農地中間管理事業など他の制度の活用などに
向け支援

関係機関等
連携している
都道府県

都道府県の他部局 ２２（４９％）

出先機関の関与 ４３（９６％）

市町村支援チーム ４（９％）

農地中間管理機構 １２（２７％）

JAの都道府県組織 ８（１８％）

農業会議 ８（１８％）

その他機関・団体 １３（２９％）

（本制度の推進に必要な支援）
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（１）次期対策～10年後の協定農用地を維持管理できる体制づくり

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

○ ９割以上の集落協定が次期対策にも取り組めると回答している。うち、現在の協定農用地を拡大又は維持したまま取り組める協定は約５割で、現状

のままでは約４割の協定で荒廃が懸念される農用地を除外して取り組む可能性もあるとしている。また１割弱の協定では現状のままでは次期対策に取

り組むことが困難と回答している。

○ 協定農用地面積別で見ると、次期対策に取り組めると回答した集落協定の協定農用地面積は98％、次期対策に取り組むことが困難と回答した集落の

協定農用地面積は２％となっている。

○ 次期対策で現在の協定農用地を拡大又は維持したまま取り組める協定のうち、更に10年後も耕作又は維持管理が継続されていると回答した協定は約

６割、荒廃が懸念される農用地を除外して取り組むかもしれないと回答した協定は約４割となっている。

748 
3.0%

12,038 
47.5%

10,825 
42.7%

1,718 
6.8%

集落協定(n=25,329)
協定農用地を拡大し取り組める

協定農用地を維持して取り組め

る

取り組めるが、荒廃が懸念され

る農用地を除外する

取り組むことは困難

56.6%
43.4%

集落協定(n=12,786)

継続されている

一部、荒廃してい

るかもしれない

次期対策～10年後も協定農用地を拡大又は維持したまま取り組めるか

54

17.7%

82.3%

市町村(n=996)

継続されている

一部、荒廃してい

るかもしれない

次期対策に取り組めるか

2.1万ha
3.2%

38.1万ha
57.4%

25.1万ha
37.7%

1.2万ha
1.8%

【参考】回答内容別協定面積
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５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

【取組単価別】

【加算に取り組む協定】

【協定の規模階層別】

【集落戦略作成の有無】

○ 取組単価別では、体制整備単価に取り組んでいる協定が58％であり、基礎単価よりも体制整備単価に取り組んでいる協定のほうが協定農用地の維

持管理が継続されていると考える割合が高い。

○ 加算への取組別、協定の規模階層別では、協定の広域化に取り組み協定規模が大きくなるにつれて協定農用地の維持管理が継続されていると考え

る協定の割合が高くなっている。

○ 集落戦略作成の有無別では、作成済の協定では65％、作成予定の協定が62％となっており、未作成の協定よりも維持管理が継続されていると考え

る協定の割合が高くなっている。

（１）次期対策～10年後の協定農用地の維持管理できる体制づくり

（取組単価別、体制整備の要件別、加算への取組別、協定規模別の状況）

57%

52%

58%

68%

67%

46%

56%

54%

55%

61%

65%

62%

55%

43%

48%

42%

32%

33%

54%

44%

46%

45%

39%

35%

38%

45%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=12786)

基礎単価(n=3277)

体制整備単価(n=9499)

集落協定の広域化支援加算(n=99)

小規模・高齢化集落支援加算(n=12)

超急傾斜農地保全管理加算(n=752)

5ha未満(n=4506)

5ha以上10ha未満(n=3238)

10ha以上15ha未満(n=1702)

15ha以上(n=3340)

集落戦略作成済(n=907)

集落戦略作成予定(n=894)

集落戦略未作成(n=10985)

継続されている 一部荒廃しているかもしれない



（２）次期対策～10年後に協定農用地の維持管理の中心となる者について
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○ 次期対策～10年後も耕作又は維持管理が継続されている集落協定で維持管理の中心となる者は、協定参加者である農家（担い手）が

43％、現在の協定参加者（集落ぐるみ）が28％、協定参加者である法人や生産組織が16％となっている。

○ また、体制整備単価に取り組む協定や集落協定の広域化支援に取り組む協定では、法人や生産組織であると回答した割合が高くなって

おり、集落の広域化が、安定的な農業生産体制の整備に繋がっていることが伺える。

【取組単価別】

【体制整備単価の要件別】

【加算に取り組む協定】

【協定の規模階層別】

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

43%

47%

42%

40%

51%

43%

25%

63%

35%

48%

43%

42%

39%

16%

8%

18%

24%

21%

18%

46%

13%

23%

8%

13%

18%

26%

1%

1%

1%

1%

3%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

1%

28%

29%

27%

25%

15%

28%

22%

25%

33%

27%

31%

28%

26%

10%

14%

9%

10%

10%

9%

4%

8%

13%

10%

10%

7%

2%

2%

2%

1%

0%

2%

1%

2%

2%

1%

1%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=7236)

基礎単価(n=1697)

体制整備単価(n=5536)

Ａ要件(n=363)

Ｂ要件(n=107)

Ｃ要件(n=5259)

集落協定の広域化支援加算(n=67)

小規模・高齢化集落支援加算(n=8)

超急傾斜農地保全管理加算(n=349)

5ha未満(n=2506)

5ha以上10ha未満(n=1762)

10ha以上15ha未満(n=942)

15ha以上(n=2026)

協定参加者である農家(担い手) 協定参加者である法人や生産組織 協定参加者である新規就農者

現在の協定参加者(集落ぐるみ) 協定参加者の後継者 協定外の法人、生産組合、個人



５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

○ 次期対策～10年後も耕作又は維持管理が継続されていると回答した集落協定では、担い手への農地の集積・集約化を図ることや、人材

の確保、生産組織の設立により、維持管理できる体制が整ってきたことが伺える。

○ 取組別では、基礎単価よりも体制整備単価に取り組む協定、協定規模が大きい協定において、担い手への農地の集積・集約化や、生産

組織の設立が進んでいる。特に協定の広域化に取り組む協定において、その割合が高くなっており、広域化による協定参加者数の増加や

協定規模の拡大が、農業生産活動を担う者の確保に繋がっていることが伺える。

（３）次期対策～10年後も協定農用地を拡大または維持したまま取り組める理由

【基礎単価】

【体制整備】

【広域化支援】

【協定面積5ha未満】

【協定面積15ha以上】

（参考）取組単価等内訳

38%

30%

23%

19%

13%

13%

9%

4%

3%

2%

14%

0% 10% 20% 30% 40%

(n=7,236)

担い手への農地集積・集約面積、作業委託面積が増加した

協定参加者の世代交代(若返り)が進んだ、または気運が高まった

活動の核となる若手人材を確保できた、または確保できる目処が立った

生産組合や法人を設立できた、またはその機運が高まった

新規就農者やオペレーターが確保できた、または確保の目処が立った

寄り合い回数の増加や祭りの復活など地域活動が活発となった

地域での役割分担が明確となり、女性や高齢者、子供の活動が活発になった

新規作物や有機栽培等を導入し、所得が増加した、または増加の目処が立った

若年層の定住化や移住者により集落の人口が維持・増加した

加工、直売、農家レストラン等に取り組み所得が増加した、または増加の目処が立った

その他

28%

41%

60%

26%

53%

32%

29%

21%

33%

28%

23%

23%

28%

23%

25%

10%

21%

57%

9%

31%

9%

15%

30%

11%

17%

12%

13%

15%

10%

14%

8%

9%

7%

9%

8%

4%

4%

7%

4%

6%

3%

3%

0%

2%

3%

2%

2%

1%

1%

3%

20%

13%

6%

18%

10% 57



○ 協定農用地の耕作又は維持管理、農道・水路等の管理等に係る共同活動が出来なくなると考える理由では、「農業の担い手が不在又は不足」
「リーダー等の不在」「高齢化や人口減少」と回答した協定が多く、人材の確保に関する課題を抱えている。【複数回答（３つまで）】

○ 協定農用地の保全・管理、共同活動の継続的な実施を確保するために取り組んでいる活動では、「鳥獣被害の防止」が最も多く、次いで「担い
手への農地の集積・集約化」「活動の核となる若手人材の確保」「機械、施設の共同利用」「生産組合や法人の設立、新規就農者など担い手の確
保」となっており、地域の農業生産を安定させた上で農地の集積・集約化を進めながら、それを担う人材の確保に取り組んでいる協定の割合が多
いことが伺える。【複数回答（３つまで）】

58

○ 協定農用地の保全・管理、共同活動の継続的な実施を確保するために取り組んでいる、あるいは今後取り組もうとしている活動を実現していく
ために必要な支援では、核となる人材の確保や、農地の維持管理の継続に向けた地域の合意形成を図るための具体的な支援が求められていること
が伺える。【複数回答（３つまで）】

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

（４）次期対策に取り組めない又は10年後は一部荒廃しているかもしれないと回答した集落協定について

66%
58%

56%
32%

23%
17%

3%
2%

(n=18,093)

農業の担い手が不在、または不足

高齢化・後継者不足によるリーダー等の不在

高齢化や人口減少により、農道・水路等の管理が困難

鳥獣被害の拡大

農業生産自体の収益が見込めず耕作の継続が困難

耕作放棄の発生に伴う遡及返還への不安

出役調整や日当の支払いなどの事務負担

その他

55%
40%

35%
34%

24%
21%

9%
7%

6%
3%

11%

(n=18,093)

鳥獣被害の防止

担い手への農地集積・集約化

活動の核となる若手人材の確保

機械・施設の共同利用

生産組合や法人の設立、新規就農者など担い手の確保

他集落との連携

地域運営組織などの農業の枠を超えた自治組織との連携

新規作物、加工・直売による収益の向上

他の交付金との事務局機能の一元化や事務の外注化など事務負担の軽減

上記以外の取組

取り組んでいない、何をすべきかわからない

38%
37%
37%

22%
15%

12%
13%

(n=18,093)

組織・法人の設立や農地集積に向けた調整に関する支援

新規就農者、地域おこし協力隊、NPO法人など核となる人材の斡旋

ノウハウを持った第三者による集落内の調整や他集落と連携に向けた支援

出役調整や交付金の配分など事務手続の補助

新規作物の導入や加工・直売に関する技術的支援及び販路の確保

集落の農家動向を踏まえ、高収益作物の導入や加工・直売、都市との交流など集落の目指すべき「将来ビジョン」の提示

その他



○ 都市との交流や地域おこし協力隊など「地域外からの人の呼び込み」に取り組んでいる協定は１割弱であり、意向を持っている協定を含めると約
４割の協定で必要性を感じている。

○ 地域外からの呼び込んだ者が担っている役割は「除草作業や水路等の維持・管理」が最も多く、次いで「地域の伝統的なお祭りへの参加」「耕作が
困難となった農地等における農業生産」となっており、農地等の維持管理や地域の活性化において重要な役割を担っている。

59

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

（５）人材の確保について（地域外からの「人の呼び込み」）

○ 市町村が取り組んでいる人材確保の取組は。「地域おこし協力隊等の募集・受入れ」が最も多く、次いで「移住・定住・地域おこしに関するイベン
トでの人材募集」となっている。また、農地情報の公開や農業法人等とのマッチング、就業機会の確保や空き家の紹介など所得・生活面での支援を
行っている市町村も多い。

58%
36%

4%
3%

(n=25,329)

「地域外から人を呼び込む取組」を実施する予定はない

将来的には「地域外から人を呼び込む取組」実施したいが、具体的な検討は行っていない

地域おこし協力隊や集落支援員、ＮＰＯ法人、大学等の教育機関との交流・受け入れを実施、又は実施を検討している

棚田オーナー制度や体験農園、収穫体験や田舎暮らし等の体験プログラムを実施、又は実施を検討している

80%
15%

14%
9%

4%
2%
2%
2%
2%
1%
7%

(n=2,785)

除草作業や水路等の維持・管理

地域の伝統的なお祭りへの参加

耕作が困難となった農地等における農業生産

出役計画や交付金の支払い等の事務

棚田オーナー制度や体験農園、収穫体験等の各種体験プログラムの実施

加工、直売、農家レストラン等の６次産業化

地域に伝わる伝統的な食材、行事等の伝承（小学校等への出前事業等の実施）

手間のかからない生産や作業の方法等の開発と提案

農産物の販売促進や若手人材の募集など地域外への情報発信と調整活動

高齢者等の買い物、通院等のための送迎サービス

その他

38%
30%

21%
16%

9%
9%

5%
2%

29%

(n=996)

地域おこし協力隊等の積極的な募集・受け入れを実施している

移住・定住・地域おこしに関連したイベント、フェアに参加し、人材募集を行っている

農地情報の公開や農業法人等とのマッチングなど新規就農者の積極的な募集・受け入れを行っている

就業機会（仕事）の照会・斡旋、空き家の紹介・調整や農家住宅の整備など所得・生活面での支援を行っている

地元市町村のホームページに募集ページを掲載している

地域の自然、農林業、伝統文化などを活用した都市との交流を継続的に実施する中で、人材募集を行っている

新たな人材募集のチラシを作成し、内外のイベントで配布している

協定活動の事務作業に伴う経費（人件費等）や家賃等への支援など経費面での支援を行っている

その他



Ｋ集落協定
〈Ｋ県Ｍ市〉

取り組みのポイント

（参考）外部からの人材受入・定住に向けた取組事例

○ 本地区は、Ｍ市の北部に位置し、「にほんの里100選」に選ばれた美しい
棚田が広がる笹葺きの里。農地のほとんどが急傾斜農地で小区画の棚田。

○ Ｈ13年度から本制度を実施。第４期対策はＢ要件（都市との交流など）及
び超急傾斜農地保全管理加算の取組を実施。

○ 農業者の高齢化や担い手不足等の課題はあるが、市内の酢醸造会社との連
携や都市住民を巻き込んだ棚田保全活動に取り組んでいる。

協定面積：5.7ha（田）交付金額：125万円（個人90％、共同取組10％）協定参加者：９人

（ＮＰＯ法人、一般企業を含む）

地域の現状

○ 協定参加者である市内の酢醸造会社と連携し、協定農用地で酢の原料とな
る無農薬米の契約栽培に取り組む。また、同社従業員が共同取組活動へ参加
したり、無農薬米の栽培指導を実施。

○ 同社や協定参加者であるＮＰＯ法人等が、棚田や笹葺き屋根の家等の恵ま
れた景観を活かした、都市住民を対象とした田植え・稲刈り体験、エコツ
アーなどを実施。

○ 近年では都市部からの移住により若年層が増加し、うち１名が地域農業の
中心的な役割を担っている。

地区人口： 24人（H17） ⇒ 26人（H28）
うち40歳未満 （1人） （8人）

○ 「稲木干し」、「コナワ」、「藤織」といった伝統的な技法が地域住民の
努力により、維持・継承。

【協定農地の様子】 【稲刈り体験の様子】

Ｈ村の１８集落協定
〈Ｇ県Ｈ村〉

協定面積：158ha（田 118ha 畑 39ha）交付金額：2,240万円（個人48%、共同取組 52％）

協定参加者：379人(２法人を含む）

地域の現状

○ 同村は、Ｇ県の東部に位置し、標高1,000m級の山々に囲まれ、総面積の
90％が山林。水稲、茶のほか高級建築材を生産。

○ 村内の18集落協定はすべて第1期対策から本制度に取り組んでおり、村
内農振農用地の田の約9割が協定農用地。

○ 過疎・高齢化に伴い耕作放棄地の増加が懸念されたことから、本制度の
取組開始に合わせ、当該交付金を活用して公的な法人による作業受託を
開始。農地の荒廃防止、村の基幹作物である茶の振興を推進。

取り組みのポイント

（都市との交流を契機とした担い手の確保・定住者の増加） （地域おこし協力隊と連携した農地保全の取組）

60【無農薬米の栽培】

○ H12から本交付金を活用し（交付金の７割）、第三セクターの農業環境
サポート部門が作業受託に取り組み、高齢化等による農地の荒廃防止活
動を実施。

〇 H28に村100%出資の「Ｍ(株)」を設立。第三セクターの農業環境サポー
ト部門を引き継ぐ形で、本交付金の20%を活用し、水稲作業受託、茶刈作
業受託等を開始。
【経営規模(H28)：水稲20a、茶1ha、水稲作業受託60ha】

〇 村では、現在、６名の協力隊員が活動しており、定住と就職先（第３セ
クター）の条件を提示した上で採用。同社の社員として採用した２名は
乗用茶刈機の操作、茶園管理、ライスセンターの運転等に従事。農業に
よる村づくりへの意欲が高く、今後も同社の経営に関わり定住の予定。

〇 村では同社を含む３つの第三セクターによる地域農業を守る仕組みとし
て、上質米の生産や煎茶・ペットボトル茶・トマトジュースの製造と販
売を行うことで農家所得の向上を目指し、農地を守る活動を展開。

【協定農地（茶）の様子】 【農作業の様子】 【ペットボトル茶】



61

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：集落協定）

６）耕作放棄地の発生防止

○ 本制度に取り組んでいなければ、協定農用地の一部が耕作放棄されたと考える集落、市町村が多く、本制度の実施により耕作放棄の
発生が防止され農地の維持が図られていることが伺える

７）集落機能の維持

○ 本制度の取組を通じ集落の「協働意識」が高まったとする協定及び市町村が、それぞれ約８割、約９割を占め、本制度の実施が集落

機能の維持・コミニュティの活性化に繋がっていることが伺える。

※この場合の「協働意識」とは、集落の農地等を保全管理するといった目標を共有し、ともに力を合わせて活動する意識

1%

8%

5%

16%

25%

27%

18%

集落協定(n=25,329)

全て

５割以上

４割程度

３割程度

２割程度

１割程度

耕作放棄されない

0%

4%

4%

25%

39%

23%

5%

市町村(n=996)

全て

５割以上

４割程度

３割程度

２割程度

１割程度

耕作放棄されない

13%

81%

6%

0%
市町村(n=996)

取り組む前に比べて大いに高まっ

た

取り組む前に比べて一定程度、高

まった

取り組む前とかわらない

取り組む前よりも意識が低下した

17%

64%

18%

1%

集落協定(n=25,329)

取り組む前に比べて大いに高まっ

た

取り組む前に比べて一定程度、高

まった

取り組む前とかわらない

取り組む前よりも意識が低下した



（１）次期対策～10年後の協定農用地を維持管理できる体制づくり
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５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：個別協定）

○ 95％の個別協定が次期対策にも取り組めると回答している。うち、現在の協定農用地を拡大又は維持したまま取り組める協定は81％

で、14％の協定では荒廃が懸念される農用地を除外して取り組むこととしている。

○ 次期対策で現在の協定農用地を拡大又は維持したまま取り組める協定のうち、更に10年後も耕作又は維持管理が継続されていると回答

した協定は85％を占めており、個別協定を締結している認定農業者等においては、本人、後継者、組織経営体による安定的な農業生産体

制を維持していることが伺える。

次期対策に取り組めるか

（参考）次期対策～10年後に協定農用地の維持管理の中心となる者について

次期対策～10年後も協定農用地を拡大又は維持したまま取り組めるか

26%

55%

14%
5%

(n=550)

協定農用地を拡大し、次期対策にも取

り組むことができる

協定農用地は現状のままで、次期対策

にも取り組むことができる

次期対策には取り組むが、一部、荒廃

が懸念される協定農用地を協定から除

外せざるを得ない

次期対策に取り組むことは困難と思わ

れる

85%

15%

(n=447)

継続されている

一部、荒廃しているかもしれない

51% 20% 2% 21% 4% 1%(n=431)

現在の協定者自身 自身の後継者 自身の後継者以外の新規就農者 自身を含む法人、生産組合 自身以外の個人、法人、生産組合 集落ぐるみ(集落協定への移行)



○ 次期対策～10年後も協定農用地の耕作又は維持管理が継続されていると回答した個別協定で、 10年後も協定農用地の耕作又は維
持管理ができる体制が整ってきたと考える理由では、後継者や新たな人材の確保、規模拡大による生産性の向上、法人化などによ
り、維持管理できる体制が整ってきたことが伺える。
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５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：個別協定）

（２）次期対策～10年後も協定農用地を拡大又は維持したまま取り組める理由

39%

22%

20%

16%

7%

6%

3%

1%

21%

0% 10% 20% 30% 40%

(n=431)

次期対策～10年後の協定農用地の維持管理できる理由（個別協定）

自身の後継者が確保できた

生産組合や法人を設立できた、またはその機運が高まった

担い手への農地集積・集約面積、作業受託面積が増加した

新規就農者やオペレーターがなど新たな担い手が確保できた、またはその気運が高まった

新規作物や有機栽培等を導入し、所得が増加した、または増加の目処が立った

加工、直売、農家レストラン等に取り組み所得が増加した、または増加の目処が立った

集落ぐるみの取組(集落協定への移行)に向けた気運が高まった

棚田オーナー制度や体験農園、収穫体験など各種体験プログラム等の取組により交流人口が増加し、地域外からの出資や消費、労働力を呼び込めた、またはその目処が立った

その他



○ 大部分の協定及び市町村で、中山間地域の農業農村を維持していく上で、今後も中山間地域等直接支払制度は必要だと考えている。

○ 農地維持の体制が整備されている場合に比べ、将来の農地維持に不安を持っている協定及び市町村では、制度を改善して継続する必
要があると考えている
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５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：今後の中山間地域等直接支払制度のあり方）

全体

【参考】

集落協定

全体

個別協定

市町村

76% 23% 1%（n=25,329）

79% 21% 1%（n=550）

60% 40%（n=996）

87%

72%

13%

27%

0%

1%

全体

82%

55%

18%

45%

現行の制度のまま、継続する必要がある 制度を一部、見直した上で、継続する必要がある

【参考】

次期対策～10年後も農地等を
維持管理できている協定

次期対策～10年後は、一部荒
廃しているかもしれない協定

次期対策～10年後も農地等を
維持管理できている市町村

次期対策～10年後は、一部荒廃
しているかもしれない市町村



22%

24%

22%

27%

22%

21%

25%

15%

18%

14%

11%

6%

8%

3%

12%

12%

10%

13%

5%

13%

15%

18%

17%

19%

14%

14%

15%

10%

8%

10%

13%

16%

14%

20%

12%

13%

12%

12%

13%

12%

12%

5%

6%

3%

13%

14%

10%

25%

16%

25%

4%

6%

6%

7%

4%

3%

6%

9%

16%

9%

23%

25%

26%

21%

23%

23%

21%

16%

24%

16%

事務の簡素化 協定期間の見直し 交付単価の見直し 交付要件の見直し 返還規定の見直し 制度の簡素化 その他

５．制度そのものの評価（アンケート調査結果：今後の中山間地域等直接支払制度のあり方）

集落協定

全体（n=5,285）
【参考】

（参考）
○ 中山間地域の農業農村を維持していく上で、「制度を改善する必要がある」と回答した集落協定からの、「具体的にどのような改善が必要と考え

ているか」という問いに対しての回答を大きく分類すると、事務の簡素化に係る要望が最も多い。次期対策～10年後は一部荒廃しているかもしれな
いと回答した協定では、10年後も農地を維持管理できていると回答した協定に比べ、返還規定の見直しにかかる要望の割合が高くなっている。

○ 市町村においては、返還規定の見直しに係る要望が25％と多く、次に事務の簡素化に係る要望が15％となっている。

全体(n=400)

次期対策～10年後も農地等を維持管
理できている市町村(n=32)

次期対策～10年後は、一部荒廃して
るかもしれない市町村(n=368)

・主に畑で果樹をしているが、田と比べかなり金額の開きがある。同じ傾斜地であるので草刈等同じ作業がある。
・農業者の減少によって、今後地域の合併が予想される。広域化の取り組みと、関連する事務を簡素化していただきたい。
・法人と地域集落との関係性を盛り込んだ制度にする。
・資材高騰のためコストが高まることから、交付単価の上方見直し。

市町村

個別協定
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次期対策～10年後も農地等を維持
管理できている集落協定（n=874)

次期対策～10年後は、一部荒廃して
るかもしれない集落協定(n=4,411)

協定規模15ha未満（n=622）

協定規模15ha以上（n=252）

協定規模15ha未満（n=3,315）

協定規模15ha以上（n=1,096）

【参考】
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Ⅴ 都道府県の中間年評価結果
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○ 「耕作放棄の発生防止への効果」については、９割以上の都道府県で効果があると評価しており、内訳は積極的な評価が89％、一定程度の評価が
７％となっている。

○ 同様に「集落機能の維持への効果」については、約９割の都道府県で効果があると評価しており、それぞれ76％、11％となっている。

（１） 耕作放棄の抑制、集落機能の維持

○ 都道府県評価の内容（抜粋）
耕作放棄発生防止への評価

集落機能の維持への評価
○ 都道府県評価の内容（抜粋）

・ 各協定で高齢化と後継者不足の課題はあるものの、農地荒廃減少への意識が高まっており、営農を継続
する効果はある。

・ 水路・農道等の管理や周辺林地の管理、景観作物の作付けなど、交付金を活用した多様な取組が行われ
ており、耕作放棄地の発生防止に効果を上げている。

・ 耕作放棄地の発生防止に対する農業者の意識の向上、住民相互の連携が図られ、各協定集落において農
業生産活動、水路・農道の維持管理や鳥獣害対策などの多様な共同取組活動が継続的に行われていること
から、耕作放棄地の発生防止に一定の効果を上げている。

・ 話し合いにより集落協定を策定し、地域の一員として、皆で地域の農地を守っていこうと努力する農業
者が増えるなどの効果を上げている。

・ アンケート調査では、全ての市町が，第４期対策に取り組んでいなければ協定農用地の一部は耕作放棄
されていたと考えており，農業生産活動の維持に一定の効果があったと考えられる。

・ 協定組織としての話し合いを持つことで地域の将来的な展望を検討する機会となり、農地の維持、農業
生産活動のあり方について考えを共有できるようになった。

・ 農業生産を継続するために寄り合い回数が増加し、協働（共同）化に向けた意識の向上や課題解決に向
け取り組む機運が醸成された。

・ 一定回数の話し合いが定着し、協働意識の定着と世代交代、若手の人材確保に関する成果もあった。

・ 共同活動への参加意識が高まり、寄り合いや非農家も交えた話し合いの場が協定参加者の連帯感を生
み、多面的機能の維持や集落の活性化に重要な役割を果たしている。

・ 外部からの新たな定住者の受け入れや、都市農村交流等の取組により、集落コミュニティの活性化につ
なげている地区も生まれている。
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「積極的評価」・・・・・・・ 制度を実施することで効果があると積極的に評価
「一定程度評価」・・・・・・ 協定に定められた取組の実施状況が順調であることや先進的な取組を行っている地域もあることをもって評価
「アンケート紹介のみ」・・・ 中間年評価で実施した協定及び市町村に対するアンケート調査結果を紹介しているのみで評価に踏み込んでいないもの

注）都道府県評価書は自由記載であるため、評価書の記載内容から農林水産省地域振興課において区分

89%

7%
4%

都道府県評価の状況

積極的評価

一定程度評価

アンケート紹介のみ

その他

76%

11%

11%
2%

都道府県評価の状況

積極的評価

一定程度評価

アンケート紹介のみ

その他

87%

96%



（２） 農業生産体制、所得形成

○ 都道府県評価の内容（抜粋）
農業生産体制の整備への評価

所得形成に向けた取組への評価
○ 都道府県評価の内容（抜粋）

○ 担い手の育成・確保や農地集積などの「農業生産体制の整備への効果」については、約６割の都道府県で効果があると評価しており、内訳は積極的
な評価が29％、一定程度の評価が27％となっている。

○ 同様に加工や直売等の６次産業化、都市との交流事業など「所得形成への効果」については、約５割の都道府県で効果があると評価しており、内訳
は、それぞれ16％、38％となっている。
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・ 新規就農者の確保、農家子弟による後継者を含めた担い手の育成が行われている。

・ ５年前より法人や農業生産組織が増加しており、農業者個人から法人等の農業経営体に移行しつつあ
り農業生産体制が強化されている。

・ 集落営農組織の構成員や活動範囲が協定と一部又は完全に重複している。このことは、制度への取組
が集落営農への取組の入り口となっていること、県内の集落営農の推進において、多大な影響・効果を
もたらしている。

・ 集落単位での共同作業から発展して、集落営農の組織化が図られるなど農業生産体制の強化に結びつ
いている例もある。

・ 本制度の活用により、機械共同利用や農業法人設立、農地集積などの取組ができている集落もある。

・ 継続的な農業生産活動を維持するため、鳥獣被害防止活動（柵やネットの設置、農地法面の管理活動
等）に取り組む集落が多く、着実に実施されている。

・ 協定農用地で生産された農産物を加工・販売する取組や、農産物をPRするパンフレットを作成し都市
住民に集落活動への理解促進を図る取組など農産物の販売促進活動を実施し、新たな所得形成が図られ
ている。

・ 本制度により、学生や、地域おこし協力隊、営農ボランティア等による都市農村交流の活動も増加し
成果を上げている。

・ 一部の協定では、そば打ちなどのイベントを通じた都市農村交流の取組が行われたほか、棚田米の直
接販売の取組などが進展している。

・ 高齢者でも取組むことのできる高収益作物を模索している集落協定もある。

・ 超急傾斜農地保全管理加算に取り組む協定では、フェイスブックなどのSNSを活用し、広く地域や農
作物の生育状況・作業内容を公開し地域農産物の差別化を図るなど、地域のＰＲによる所得の向上に努
めており、今後も着実な実施が見込まれている。

・ 主にみかん等の果樹を栽培する地域においては、農用地面積の拡大や、面積は維持でも品質向上・品
種転換等の高付加価値化を目指す農家が見られる傾向にあった。

・ 獣害防止柵の設置により野生獣による農産物被害額が減少し、所得向上につながっている。

29%

27%
4%

40%

都道府県評価の状況

積極的評価

一定程度評価

アンケート紹介のみ

その他

56%

16%

38%

2%

44%

都道府県評価の状況

積極的評価

一定程度評価

アンケート紹介のみ

その他

54%



○ 「制度全体に対する評価」については、「中山間地域等の農業農村の維持に効果がある」「今後とも本制度は必要である」と評価した
都道府県が98％となっており、本制度は、中山間地域等に対する支援として高い評価を得ている。

○ 今後の課題としては「高齢化・協定参加者の減少」「人材不足」「収益向上への取組が少ない」等の課題が挙げられている。

（３） 制度全体に対する評価と課題

○ 都道府県評価の内容（抜粋）
制度全体への評価

今後解決すべき課題

○ 制度に対する意見等（抜粋）
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86%

81%

33%

21%

19%

17%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢化・協定参加者の減少 農業の担い手不足（人材不足）

収益向上の取り組みが少ない・困難 リーダー・コーディネーター不足

事務負担・事務局機能の強化 鳥獣被害

その他

・ 協定組織の自発的な活動計画の作成により、それぞれの地域に応じた取組を可能とする仕組みは、協
定参加者の満足度の高い活動を可能とし、継続的な取組を可能とする制度と考えられ、今後も継続する
ことが望まれている。

・ 条件不利な中山間地域等では、高齢化の進行や担い手不足が深刻であり、今後、本交付金の活用なく
しては、現在の活動を継続することが厳しくなり、耕作放棄地の増加・農地の荒廃が進行すると予想さ
れることから、引き続き、継続すべき制度と評価する。

・集落ぐるみで農地や農道・水路の維持管理、周辺林地の下草刈りなどにより、耕作放棄地の発生抑制に
つながっている。また、稲作生産組織や農業法人が増加するとともに、集落のコミュニティの活性化に
もつなげている地区が生まれるなど、本制度は条件不利地での農業・農村の維持に役割を果たしている
と評価される。

（高齢化・協定参加者の減少、農業の担い手不足、リーダー・コーディネータ不足）
・ 各協定共通の課題としては、高齢化等による後継者不足が顕著であるため、新規就農者や非農家等の多

様な人材の参画など、新たな担い手の発掘を検討する必要がある。

（収益向上の取組）
・ 協定農用地の維持管理が困難な理由のほとんどが高齢化による担い手不足のためであることから、集落

が体制整備のＡ要件やＢ要件に積極的に取り組むよう誘導する必要がある。

（取組体制の強化）
・ 集落内だけでは農用地等の維持・管理が立ち行かなくなることが懸念されたため、集落戦略の作成や集

落連携、自治会や地域住民の運営組織、その他の多様な組織や若者などの人材と連携し、担い手確保に向
けた取組を進める必要がある。

（事務負担・事務局機能の強化）
・ 活動内容や明細等の統一様式化及び協定書を平易な表現を用いてわかりやすいものに改めることや、実

務手続きのマニュアル化、記載例等の充実が必要である。
・ 市町村の事務負担軽減のため、協定農用地管理や傾斜測定に係るシステム導入に係る経費の予算確保又

はそれらシステムの開発及び無料提供について検討が必要である。
・ 事務代行組織の設立を考えている市町村も増えてきていることから、事務代行の取組事例を全国から収

集し、優良事例を情報提供できれば役立つ。

（その他）
・ 個人配分を行う場合の配分上限額及び所得制限の見直し
・ 協定期間の短縮、交付金返還の免責要件の緩和（所有者不明農地の発生、集落戦略による特例要件等）

69%

29%

2%

都道府県評価の状況

積極的評価

制度継続を前提とした要望のみ

アンケート紹介のみ

98%



Ⅵ 第三者機関の委員からの意見
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○ 人の呼び込みに関するアンケートで、６割の協定が具体的に外部からの人の呼び込みに取り組む予定はないと回答している。田園回
帰への追い風がある中で、中山間地域でそれを受け止められていないということではないか。

○ 人の呼び込みに関し、４割の協定が外部からの人の呼び込みに取り組みたいと回答したことを評価すべき。集落では従来、外部の人
に頼らないで自分たちだけで解決するという意向が強かったと認識しており、意識の変化が見られるのではないか。

○ 協定では人材不足を課題に挙げているが、外部からの人の呼び込みを考えていない、また、外部からの人の呼び込みを考えていない
協定が多いにもかかわらず、市町村では地域おこし協力隊等の積極的な受け入れやイベント等で人材の募集を行っており、（それぞれ
の考えや対応に）ミスマッチやギャップが生じている。市町村の支援を維持していきながら（外部人材を受け入れるための）仕掛けが
必要ではないか。

○ これから就農しようとしている人が集落に何を期待しているのかアンケートをとるなどして、入っていこうとする側と受け入れる側
のギャップがどこにあるのか分析すべきではないか（最終評価に向けて）。

○ 事務の簡素化に関しては、「事務局機能」のあり方について向き合う必要があり、事例のなかで、具体的なツールを示す必要がある
のではないか。

○ 省力化の取組に関しては、省力化に寄与する機械や農業法人のサービス事業などの事例を提示しツールを示すことが重要ではないか。

第三者機関の委員からの意見

人材確保に関する意見

取組の推進手法に関する意見

その他の意見

○ 集落が困っていることとして、「鳥獣被害の対策」、「担い手の確保・人材育成・法人化（経営の主体としての意識の醸成）」に対
応していくことが必要ではないか。



Ⅶ 中間年評価のまとめ
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６．中間年評価のまとめ

（１） 本制度の実施状況

○ 本制度は平成１２年度の制度創設以降、５年を対策期間として、平成27年度から第４期対策を実施しており、平成2９年度時点の実施状況

は、約2.6万協定（集落協定25,320協定、個別協定548協定）、協定農用地は66.３万ｈａとなっている。

○ 実施状況の推移を見ると、対策期の移行時に若干の面積減少はあるものの第３期対策最終年では68.7万haとなっており、制度発足当初から

取組面積は増加し続けていたが、第４期対策の初年度（平成27年度）には、高齢化の進展等により、協定数で約２千協定、集落協定参加者数

で2.7万人、面積で約3.3万ヘクタール減少した。

○ 第４期対策では、高齢化や人口減少により協定参加者が減少した集落等を支援するため「複数の集落が連携した活動体制づくり」や「近隣集

落による小規模・高齢化集落の農業生産活動への支援」（集落連携・機能維持加算）について、支援内容を拡充の上、引き続き実施するとと

もに、特に条件の厳しい超急傾斜農地における農業生産活動の継続を支援するため「超急傾斜農地保全管理加算」を創設した。

○ また、現在の制度運用では協定活動の継続が難しくなった場合、原則として全農地に係る交付金の全額返還が必要であり、このことが、複数

集落の連携等をためらう要因の一つとなっていたため、地域の将来に関する計画（集落戦略）を作成した上で、協定の広域化など集落間の連

携による取組体制の強化に取り組む場合は、全農地に係る交付金の全額返還を求めず、当該一部農地のみの返還とする仕組みを創設した。

○ 国、都道府県、市町村においては、集落等に対し制度の詳細な内容、加算措置、交付金返還に係る免責要件や緩和措置等の周知、協定の広域

化を進めており、平成28年度以降、協定参加者数、取組面積は増加に転じている。

○ 交付金は農業生産活動を行う個人への配分が約5１.８%（個別協定を含む）、協定内での合意のもと実施する共同取組活動（集落協定）への

配分が4８.２%となっている。共同取組活動では、農道・水路・農地の管理作業、鳥獣害対策など農業生産活動を継続するための下支え的活

動に加え、共同利用機械・施設の整備、基盤整備など将来を見据えた取組にも活用されている。
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○ 集落協定の平均規模は、面積で26ha、協定参加者数で24人となっている。都府県では、10ha未満の協定が約６割、うち5ha未満の協定

が約３割を占めており、小規模な協定が多い。

○ 協定参加者の年齢構成は、64歳以下が4２.１%、65歳以上が5７.９%、役員の平均年齢では64歳となっており、第３期対策の中間年評価

時点から高齢化が進んでいる。一方で、64歳以下の割合は、平地農業地域の農業就業人口(2015農林業センサス）の40.9%よりも高く、

比較的若い世代が活動に参画していることが伺える。

○ 単価別では、農業生産活動等を継続するための「基礎単価」のみに取り組む協定は約３割、交付面積の約１割となっており、農業生産性の

向上、人材確保や6次産業化、集団的かつ持続可能な体制整備など、より前向きな活動を実施する「体制整備単価」に取り組む協定は約７

割、交付面積の９割を占めており、大部分の協定で自律的な農業生産活動に向けた取組が行われている。

○ 個別協定の平均規模は、面積で1２haとなっている。

（２） 協定の概要



（３） 協定に定められた活動の実施状況

○ 集落協定の合意に基づき共同で取り組む「耕作放棄防止等の活動」「水路・農道等の管理」「多面的機能を増進する活動」など農業生産活

動を継続するための基礎的な活動は、順調に取り組まれており、目標年度（平成31年度）まで、目標どおり活動が継続される見込みであ

る。また、個別協定においても目標年次まで、農業生産活動が継続される見込みである。

○ 基礎的な活動に加え、「農業生産性の向上（Ａ要件）」「女性・若者等の参加を得た農産物の加工・販売や都市との交流等（Ｂ要件）」

「協定参加者が活動等の継続が困難となった場合に備え、活動を継続する体制の整備（Ｃ要件）」といった、より前向きな活動（体制整備

単価）及び集落間の連携や超急傾斜農地の保全管理といった加算措置に関する活動も、概ね順調に取り組まれており目標の達成が見込まれ

ている（取り組んでいる協定）。

○ また、集落協定では、「集落マスタープラン」に基づき「将来に亘り農業生産活動等が可能となる集落内の実施体制の構築」「協定の担い

手となる新たな人材の育成・確保」 「協定参加者それぞれが、作物生産、加工・直売等さまざまな工夫により再生産可能な所得を確保」と

いった集落の将来像を明確にした上で、その将来像を実現するための活動が順調に進められている。

○ このことから、目標年度まで農業生産活動等が継続されることにより協定農用地は適切に維持管理され、多面的機能の維持・発揮が確保さ

れることが見込まれる。
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（４） 中間年評価時点における実施効果の検証

ア）耕作放棄の発生防止

○ 「耕作放棄防止等の活動」「水路・農道等の管理」「多面的機能を増進する活動」など農業生産活動を継続するための基礎的な活動

等が順調に進められていること、本制度を契機とした集落等での話し合いにより、農地保全に対する意識が高まったこと等から耕作

放棄の発生防止に効果を上げていることが伺える。また、協定及び市町村に対するアンケート調査でも同様の回答となっている。

○ 農林業センサス等の統計データを活用した本制度の実施・未実施集落の比較分析では、実施集落においては、未実施集落に比べ、耕

作放棄地の増加率が低く、結果として経営耕地面積の減少を抑制していることが伺える。（参考）

イ）農村協働力の向上・維持（集落機能の維持）

○ 集落機能を維持していく上で重要な「話し合いの状況」については、高齢化や人口減少が進む中、ほとんどの協定で、第４期対策以

前に比べ話し合い回数を維持・増加させており、また、集落協定及び市町村に対するアンケート調査では本対策の取組を通じ、集落

の「協働意識」が高まったとする回答が、それぞれ約８割、９割を占めていることから、農村協働力の向上・維持に効果を上げてい

ることが伺える。

６．中間年評価のまとめ
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○ 地域おこし協力隊の受け入れ、企業との連携や都市との交流を通じた農業の担い手・移住者の増加など人材の確保や移住・定住を進

める動きも見られる。

○ 農林業センサス等の統計データを活用した本制度の実施・未実施集落の比較分析では、集落機能を維持するための組織作りや寄合の

実施、農地や農業用用排水路といった地域資源の保全に寄与していることが伺える。更に都市住民、NPO、学校、企業など農外・地

域外の者と連携した地域資源の保全を通じた農村の活性化にも寄与していることが伺える。（参考）

イ）集落機能の維持（つづき）

ウ）効率的な農業生産体制の整備や所得向上（構造改革への寄与）

○ 集落協定では、第４期対策期間に留まらず、将来（次期対策～10年後）に亘り農地等を維持管理していける体制が整備されてきてお

り、これらの協定では、本制度への取組を契機に農地の維持管理に対する意識が高まり、交付金を活用した共同利用機械の導入や農家

レストランを整備するなど、集落営農の設立や法人化、個別の担い手や後継者、協定活動の核となる人材の確保、農地集積、高収益作

物の導入や6次産業化、都市との交流など取組が進められている。また、協定によっては、これらの取組を含む多様な所得機会を組み

合わせた「多業による所得向上」の取組も進められている。

○ 農地等の維持管理に不安をもっている協定においても、将来に亘って農地等を維持管理していくため、生産組織や法人の設立、担い手

への農地集積、機械・施設の共同利用、活動の核となる若手人材の確保などに取り組んでいる若しくは取り組む意思を持っている。

○ このことから、現場段階では、本制度の実施により、現状を維持するだけではなく、農地の受け手となる担い手の確保や農地集積など

将来に亘って農地等を維持していくための取組の実践若しくはその意識が高まっていることが伺える。

○ 農林業センサス等の統計データを活用した本制度の実施・未実施集落の比較分析では、農業経営体や後継者、農地の維持といった農業

生産を行うための基礎条件が維持されているほか、農地集積による規模拡大や6次産業化に取り組む経営体の維持・増加など農業の構

造改革の取組に寄与していることが伺える。（参考）

○ 個別協定を締結している認定農業者等においては、本人、後継者、組織経営体による安定的な農業生産体制を維持していることが伺え

る。

エ）集落間連携の取組（協定の広域化、小規模・高齢化集落への支援）

６．中間年評価のまとめ

○ 広域化支援を実施している又は協定規模が15haを超える広域協定では、協定参加者の増加による農地等の維持管理の効率化、担い

手の確保、事務担当者の確保など取組体制の強化が図られ、将来に亘って農地等を保全できる体制の整備に繋がっている。

○ 広域化した協定が集落戦略を作成することによる交付金返還の緩和措置が協定参加者の精神的負担の軽減に繋がり本制度に取り組み

やすくなっていることが伺える。
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○ 集落戦略を作成又は作成中である協定は約１割で、協定農用地面積の約５割をカバーしている。また、交付金返還措置の緩和要件

（集落連携・機能維持加算に取り組んでいる又は協定面積15ha以上）を満たす協定で多く作成されていることが伺える。

○ 約４割の協定が同戦略が必要であると認識しており、「今後、農地をどのように守り集落を維持していくか」といった集落の将来像

を明確にしつつ、協定の広域化等により取組体制を強化することの重要性が認識されていることが伺える。更に、同戦略に掲げた将

来像の実現に向けて、生産組織・法人の立ち上げや農地中間管理事業の活用などの取組が始まっている。

○ 同戦略の作成に取り組んでいない協定に比べ、取り組んでいる協定の方が10年後も協定農用地を維持していけると回答した協定の割

合が高く、協定農用地毎に将来の維持管理の見通しを「見える化」することにより、課題を集落内で共有し、将来に亘る協定農用地

の維持管理手法を検討・構築していく上で重要な取組であることが伺える。

○ なお、同戦略の取組を更に進めつつ、最終評価に向け、同戦略の取組効果について引き続き検証する。

○ 協定の広域化等により協定面積が大きいほど、農地の受け手となる生産組合や法人の設立又はその機運が高まり、農地の集積・集約化

が進んだ協定が多く、10年後も協定農用地を維持していける協定の割合が高い。

○ このことから、高齢化や人口減少が進む中、農業生産活動の担い手や活動の核となる人材を確保し、将来に亘り協定農用地を保全して

いく体制を整備していく上で、協定の広域化による協定規模の拡大は有効な手段であることが伺える。

○ 小規模・高齢化支援に取り組んでいる協定においては、既に取り組んでいる集落協定に参加することにより、農用地を保全する共同活

動が可能となったり、担い手の確保等が図られ、将来に亘って農地等を保全できる体制の整備に繋がっている。

エ）集落間連携の取組（協定の広域化、小規模・高齢化集落への支援）（つづき）

カ）集落戦略の取組

○ 本加算に取り組んだことにより、超急傾斜農地の法面の除草をより多くの人員で行えるようになったり、法面や耕作道の維持・改良が

可能となり、耕作する担い手等の負担軽減に繋がったこと、農作業体験を含めた交流イベントにより棚田や樹園地等の知名度が上がっ

たこと等により、将来に亘って農地等を保全できる体制整備に繋がっている。

オ）超急傾斜農地の保全管理の取組（超急傾斜農地保全管理加算）

６．中間年評価のまとめ
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（５） 都道府県における中間年評価の結果

○ 「耕作放棄の発生防止への効果」については、耕作放棄地の発生防止に対する農業者の意識の向上、住民相互の連携、水路・農道の維持

管理や鳥獣害対策などの多様な共同取組活動が継続的に実施されているなど、９割以上の都道府県で効果があると評価している。

○ 「集落機能の維持への効果」については、農業生産を継続するための寄り合い回数の増加、共同活動への参加意識の向上と課題解決に向

けた取組の機運の醸成、外部からの新たな定住者の受け入れや、都市農村交流等の取組により、集落コミュニティの活性化につなげてい

る地区も生まれているなど約９割の都道府県で効果があると評価している。

○ 担い手の育成・確保や農地集積などの「農業生産体制の整備への効果」については、本制度の活用による機械共同利用、集落単位での共

同作業から発展した集落営農の組織化及び法人経営体への移行、農地集積の取組などが進展しているなど、地域における先進的な取組に

対する評価を含め、約６割の都道府県で効果があると評価している。

○ 加工や直売等の６次産業化、都市との交流事業など「所得形成への効果」については、協定農用地で生産された農産物を加工・販売する

取組、高収益作物の導入や棚田米の販売、品質向上・品種転換等による高付加価値化、農産物をPRするパンフレットやフェイスブック

などのSNSを活用した販売促進活動、学生や地域おこし協力隊、営農ボランティア等による都市農村交流の活動増加など、地域におけ

る先進的な取組に対する評価を含め、約５割の都道府県で効果があると評価している。

○ 制度全体に対する評価については、ほとんどの都道府県が、上記の評価を含め、中山間地域等の農業農村の維持発展への効果や制度継続

が必要であると評価している。

○ 今後解決すべき課題としては、「高齢化・協定参加者の減少」「農業の担い手不足」などの人材不足、収益向上の取組が少ない・困難を

あげる都道府県が多い。

○ 制度に対する意見・要望では、① 高齢化や人材不足への対応として「集落戦略の作成や集落連携」「自治会や地域住民の運営組織、そ

の他の多様な組織や若者など多様な人材との連携」などによる取組体制の強化、② 収益向上の取組を加速させるため、集落が体制整備

のＡ要件やＢ要件に積極的に取り組むよう誘導すること、③ 事務負担の軽減に向けた事務の簡素化、事務手続のマニュアル化、協定農

用地管理や傾斜測定に係るシステム導入、事務代行組織の設立の参考となる取組事例の提供、④ 個人配分を行う場合の配分上限額及び

所得制限の見直し、協定期間の短縮、交付金返還の免責要件の緩和（所有者不明農地の発生、集落戦略による特例要件等）などをあげて

いる。

６．中間年評価のまとめ
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○ 中山間地域等では土地条件に加え、人口減少や高齢化の進行、鳥獣被害の拡大など厳しい状況に置かれているが、大部分の集落及び市

町村では、本制度の継続を望んでおり、本制度を活用しつつ将来に亘り、地域の農地等を保全していく意欲を持っていると考えられ

る。

○ このため、協定等に基づく活動を着実に実施しつつ、農地等の維持管理に不安を抱える集落等に対して、高齢化や協定参加者の減少、

担い手不足を補い、将来に亘り協定農用地を維持管理していける体制づくりに向けた積極的な支援が必要である。

○ 支援に当たっては、協定の現状や今回の中間年評価で明らかとなった協定毎に抱える課題を踏まえつつ、農業生産性の向上の取組や高

収益作物の導入・６次産業化による所得向上など、より前向きな体制整備単価の取組、協定の広域化、集落戦略の作成に取り組んだ協

定において、農業の担い手や活動の核となる人材の確保、農地の集積・集約化に繋がり、将来に亘り協定農用地を維持管理していくた

めの体制が構築できている割合が高いことを踏まえ、引き続きこれらの取組を積極的に推進していくことが必要と考えられる。

（７） 課題解決に向けた取組

○ 協定農用地の維持管理に不安を抱えている協定では、農業の担い手不足、リーダーや協定参加者の不足といった課題を抱えている。

○ これらの協定では、農地の受け手となる担い手経営体や活動の核となる若手人材の確保、機械施設の共同利用など安定的な農地の維持

管理体制を整備し、農地の集積・集約化を進める取り組みを実施しており、組織・法人の設立、農地集積、集落内及び他集落との連携

などに関する支援に加え、人材の確保に関しては、アンケート調査で約4割の集落協定が地域外から人を呼び込みたいと考えており、

新規就農者や地域おこし協力隊をはじめとする外部人材の斡旋などの支援を求めている。

（６） 課題

イ）協定農用地の受け手となる担い手経営体の確保、活動の核となる人材の確保

６．中間年評価のまとめ

ア）将来に亘り協定農用地を維持管理していくための体制づくり

○ 集落協定に対するアンケート調査では、本制度への評価は高く、９割を超える協定が次期対策にも取り組めるとしているものの、現状

のままでは、約４割の協定が荒廃化を危惧する農用地を除外して取り組む可能性もあるとしており、高齢化や協定参加者の減少、担い

手不足を補う取組体制の強化が必要である。
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（８） 今後の制度検討

○ 今回の中間年評価等で明らかになった本制度の実施効果や地域が抱えている課題、課題解決に向けた取組の効果を最終評価で検証し、

今後の制度のあり方を検討して行くこととする。

○ また、高齢化の進展により協定参加者の減少が危惧されることから、地域内の非農業者や地域外の人材なども含み農地・農道・水路等の

管理作業に必要な人員を確保するなど条件不利地域における担い手の負担軽減に向けた地域ぐるみでの体制づくり、農作業体験などによ

る「交流人口」や共同取組活動などへ定期的に参加する「関係人口」の増加に向けた段階的な取組を進めつつ、「担ってもらう役割」

「求める人物像」の明確化など地域おこし協力隊や新規就農者など外部人材の積極的な受入に向けた条件整備、省力化技術の導入や手間

のかからない作物の導入など少人数でも取り組める農業生産活動の検討などを行うことも重要と考えられる。

○ 将来を担う人材の確保に向けては、集落に居住する若年層はもとより、近年、 強まっている「田園回帰」の流れの中で中山間地域等を訪

れる者が、地域の持つ魅力や可能性（地域資源）を再評価でき、更に地域資源を活用した付加価値の高い農産物の生産・販売、加工、都

市住民を巻き込んだ農地等の保全活動など新たな発想による取組に繋がる支援が重要であると考えられる。

○ 支援体制については、市町村の事務実態や支援分野が多岐にわたり、かつ、専門的な知見が必要であることを踏まえ、都道府県の出先機

関や土地改良区、ＪＡ、農業委員会、農地中間管理機構など関係団体（都道府県段階の組織を含む）と連携した「重層的な支援体制」の

構築が重要であると考えられる。

（７） 課題解決に向けた取組 （つづき）
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